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【国立公園等多言語解説等整備計画の目標及び計画期間記入要領】

① 必要に応じ適宜欄の拡大、行の追加をすること。
②「計画期間」欄には、事業計画の期間（概ね３年）を記入すること。
③「目標」欄には、交付期間内に達成すべき本計画の目標について、多言語解説整備によりどのような効果を目指すのかを踏まえ、簡潔に記入すること。
④「対象の現状」欄には、自然環境等整備交付金等の活用も含むこれまでの取り組みがわかるよう、簡潔に記入すること。
⑤「課題」欄には、対象の現状を踏まえ、解決すべき中心的な課題を簡潔に記入すること。
⑥「設計計画」欄には、多言語解説整備を行う施設等の名称（所在地）、整備対象の名称（例：登山道の案内板、ビジターセンターの展示物等）、整備主体（媒体整備を行う都道府県・市町村名）、観光庁が実施する「地域観光資源の多言語解説整備支援事業」（英語解説文作成）との連携の有無、本整備事業内での英語解説文作成の有無、多言語解説整備の必要性（例：日本語解説文のみ存在する）、媒体化の手法・方針（２次元コードの導入など）、海外への情報発信等（例：ＨＰ、動画配信サイトでの発信を予定等）、年度ごとの事業計画（複数年度事業の場合。例：設計、工事など）について記入すること。
⑦「整備計画」欄には、多言語解説整備を行う施設等の名称（所在地）、整備対象の名称（例：登山道の案内板、ビジターセンターの展示物等）、整備主体（媒体整備を行う都道府県・市町村名）、観光庁が実施する「地域観光資源の多言語解説整備支援事業」（英語解説文作成）との連携の有無、本整備事業内での英語解説文作成の有無、多言語解説整備の必要性（例：日本語解説文のみ存在する）、媒体化の手法・方針（２次元コードの導入など）、海外への情報発信等（例：ＨＰ、動画配信サイトでの発信を予定等）、年度ごとの事業計画（複数年度事業の場合。例：設計、工事など）について記入すること。
⑧「指標」欄には、原則として、数値で表現できるものを記入すること。（国立公園等（対象施設単位も可）における外国人利用者数、外国人利用者満足度など）
⑨「定義」欄には、指標の数値等がどのように算出されるのかがわかるように記入すること。
⑩「調査等の方法」欄には、指標に係る目標値を把握するための調査等の方法について記入すること。
⑪「目標と指標及び目標値の関連性」欄には、指標と目標がどの様に関係しているか、設定した目標値が目標を達成することを如何に反映しているかについて簡潔に記入すること。
⑫「従前値」欄には、設定した指標の基準年度における実績値を記入すること。
⑬「基準年度」欄には、指標の従前値を算出した基準となる年度を記入すること。ただし、基準年度は国立公園等多言語解説等整備計画に位置づけられている補助対象事業が補助金をうけて着手される時点より前とする。
⑭「目標値」欄には、設定した指標の目標年度における目標値を記入すること。
⑮「目標年度」欄には、原則として事業計画の最終年度を記入することとするが、指標に係る調査等の関係でこれによりがたい場合はこの限りではない。
⑯「その他必要な事項」欄には、計画に関する特筆すべき事項について示すものとする。
